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〇 誠 司 弁護士

浩 之 高知大学理事　副学長

節 子 NPO法人C・キッズ・ネットワーク理事長

令 子 レナ・ジャポン・インスティチュート株式会社 代表取締役

菜穂子 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

◎ 巖 麗澤大学大学院経済研究科教授

三 紀 全国地域婦人団体連絡協議会幹事

一 清 法政大学大学客員教授

悦 子 公益社団法人全国消費生活相談員協会理事長

隆 司 東京大学大学院法学政治学研究科教授

（五十音順・敬称略）

（注） １．◎は委員長、○は委員長代理。

（注）

樋 口

山 本

増 田

（平成31年４月１日現在）

以上10名

髙

長 田

２．池本誠司委員、髙巖委員 、樋口一清委員は、衆・参の附帯決議の趣旨を踏まえ、
　　常勤的に勤めることが可能になるように人選した委員である。

消費者委員会委員名簿

池 本

受 田

大 森

蟹 瀨

鹿 野

38

資料１－１



消
費

者
委

員
会

の
審

議
体

制
 

2
0
1
9
年

8
月

現
在

 
（
注

1
）
記
載
し
て
い
る
既
存
の
下
部
組
織
は
、
第
５
次
消
費
者
委
員
会
の
発
足
以
降
に
活
動
実
績
の
あ
る
も
の
。
 

39

資料１－２



（部会長） 浩 之 高知大学理事　副学長

（部会長代理） 一 清 法政大学客員教授

玲 子 国立医薬品食品衛生研究所生化学部第三室長

重 信 宮城大学名誉教授

知 明 奈良県立医科大学公衆衛生学講座教授　

幸 代 日本チェーンストア協会食品委員会委員

佐重子 公益社団法人全国消費生活相談員協会食の研究会代表

佳 之 公益社団法人日本栄養士会常務理事

聡一郎 弁護士

さおり 独立行政法人国民生活センター理事

依 子  公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・

相談員協会　消費生活研究所所長

智 子 全国地域婦人団体連絡協議会幹事

くみ子 跡見学園女子大学文学部教授

和 紀 科学ジャーナリスト

親 全国保健所長会副会長

健 介 一般財団法人食品産業センター参与

（敬称略）

渡 邊

戸 部

下 浦

（平成31年４月１日現在）

以上16名

今 村

宗 林

受 田

樋 口

安 達

池 戸

澤 木

消費者委員会食品表示部会　委員名簿

宮 﨑

松 永

松 嵜

夏 目

菅

小 松
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（部会長） 受 田 浩 之 高知大学理事　副学長

（部会長代理） 長 田 三 紀 全国地域婦人団体連絡協議会幹事

石 見 佳 子  東京農業大学総合研究所教授

今 村 知 明 奈良県立医科大学公衆衛生学講座教授　

大 野 泰 雄 公益財団法人木原記念横浜生命科学振興財団理事長

木 戸 康 博 金沢学院大学人間健康学部健康栄養学科教授

久 代 登志男 日野原記念クリニック所長、日本大学客員教授

清 水 誠 東京大学名誉教授　東京農業大学客員教授

志 村 二三夫 十文字学園女子大学学長

竹 内 淑 恵 法政大学経営学部教授

田 中 弥 生 関東学院大学栄養学部管理栄養学科教授

戸 部 依 子  公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・
相談員協会　消費生活研究所所長

松 嵜 くみ子 跡見学園女子大学文学部教授

松 永 和 紀 科学ジャーナリスト

山 田 和 彦 女子栄養大学栄養学部教授

（敬称略）

（平成31年４月１日現在）

以上15名

消費者委員会新開発食品調査部会　委員名簿
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（座長） 志 村 二三夫 十文字学園女子大学学長

（座長代理） 大 野 泰 雄 公益財団法人木原記念横浜生命科学振興財団理事長

上 原 万里子 東京農業大学応用生物科学部教授

梅 垣 敬 三 昭和女子大学食安全マネジメント学科教授

大 野 智 島根大学学術研究院医学・看護学系教授

川 島 由起子 長野県立大学健康発達学部教授

河 田 照 雄 京都大学名誉教授

佐 藤 恭 子 国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部長

森 川 馨 帝京大学薬学部客員教授

山 内 淳 東京農業大学国際食料情報学部教授

山 岡 和 枝 帝京大学大学院公衆衛生学研究科教授

脇 昌 子  静岡市立静岡病院副病院長兼内分泌・代謝内科科長、
京都大学医学部臨床教授

（敬称略）

（平成31年４月１日現在）

以上12名

消費者委員会新開発食品調査部会
新開発食品評価第一調査会　委員名簿
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（座長） 古 城 誠 上智大学法学部名誉教授

（座長代理） 井 手 秀 樹 慶應義塾大学名誉教授

小 浦 道 子 東京消費者団体連絡センター事務局長

古 賀 真 子 特定非営利活動法人コンシューマネット・ジャパン理事長

白 山 真 一 公認会計士

陶 山 惠 子 北九州市消費者団体連絡会参与

松 村 敏 弘 東京大学社会科学研究所教授

山 内 弘 隆 一橋大学大学院商学研究科教授

（敬称略）

（平成31年４月１日現在）

以上８名

消費者委員会公共料金等専門調査会　委員名簿
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（平成31年４月１日現在）

（座長） 樋 口 一 清 法政大学客員教授

（座長代理） 新 川 達 郎 同志社大学大学院総合政策科学研究科教授

内 田 俊 一 公益財団法人国立京都国際会館館長、元消費者庁長官

木 田 聖 子 株式会社チャイルドハート代表取締役

遠 山 利恵子 ＮＰＯ法人えひめ消費者ネット理事

野 口 貴公美 一橋大学大学院法学研究科教授

野 々 山 宏 弁護士　独立行政法人国民生活センター前理事長

萩 原 なつ子 立教大学社会学部教授

長 谷 川 雅 巳 一般社団法人日本経済団体連合会ソーシャル・コミュニケーション本部長

唯 根 妙 子 一般財団法人日本消費者協会専務理事

以上10名

（敬称略）

消費者委員会消費者行政新未来創造プロジェクト検証専門調査会　委員名簿
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（平成30年７月３日現在）

（座長） 山 本 隆 司 東京大学大学院法学政治学研究科教授

（座長代理） 柿 﨑 環 明治大学法学部教授

石 井 淳 子  川崎重工業株式会社社外監査役　三井住友海上火災保険株式会社社外監査役

浦 郷 由 季 一般社団法人全国消費者団体連絡会事務局長

亀 井 将 博 デロイトトーマツリスクサービス株式会社シニアマネジャー

川 出 敏 裕 東京大学大学院法学政治学研究科教授

後 藤 準 全国商工会連合会常務理事

中 村 美 華 メタウォーター株式会社法務部長

林 尚 美 弁護士

春 田 雄 一 日本労働組合総連合会総合政策局経済政策局長

水 町 勇一郎 東京大学社会科学研究所教授

以上11名

（敬称略）

消費者委員会公益通報者保護専門調査会　委員名簿
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（平成31年２月１６日現在）

（座長） 中 田 邦 博 龍谷大学法学部教授

（座長代理） 早 川 吉 尚 立教大学法学部教授

生 貝 直 人 東洋大学経済学部准教授

石 原 遥 平 一般社団法人シェアリングエコノミー協会事務局

大 谷 聖 子 一般財団法人日本消費者協会消費者相談室消費生活コンサルタント

大 橋 弘 東京大学大学院経済学研究科教授

沖 野 眞 已 東京大学大学院法学政治学研究科教授

片 岡 康 子 楽天株式会社渉外室消費者政策課シニアマネージャー

上 村 篤 株式会社メルカリ社長室政策企画マネージャー

西 村 真由美 公益社団法人全国消費生活相談員協会消費生活相談員

畠 良 ヤフー株式会社政策企画本部政策企画部公共政策マネージャー

原 田 由 里 一般社団法人ＥＣネットワーク理事

前 田 恵 美 アジアインターネット日本連盟（AICJ）

森 亮 二 弁護士、国立情報学研究所客員教授

山 本 龍 彦 慶應義塾大学法科大学院教授

以上15名

（敬称略）

消費者委員会オンラインプラットフォームにおける取引の在り方
に関する専門調査会　委員名簿
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（座長） 菜穂子 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

（座長代理） 誠 司 弁護士

巖 麗澤大学大学院経済研究科教授

一 清 法政大学大学院政策創造研究科教授

隆 司 東京大学大学院法学政治学研究科教授

（敬称略）

消費者委員会消費者法分野におけるルール形成の
在り方等検討ワーキング・グループ委員名簿

池 本

樋 口

山 本

（平成30年２月８日現在）

以上５名

髙

鹿 野
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第５次消費者委員会 開催実績（平成 30 年９月～令和元年８月） 

日 付 議 題 

平成 30 年 

第 285 回 ９月 12 日（水） 

・身元保証等高齢者サポート事業に関する消費者問題について

の建議にかかるフォローアップについて

・次期消費者基本計画策定に向けた基本的な考え方についての

意見について

・その他

第 286 回 10 月 11 日（木） 

・宮腰内閣府特命担当大臣、左藤内閣府副大臣、安藤内閣府政

務官御挨拶

・銀行カードローンの実態調査結果について

・その他

第 287 回 11 月 29 日（木） 

・成年年齢引下げを見据えた環境整備に関する関係府省庁連絡

会議における検討状況について

・事故情報の更なる活用に向けた提言のフォローアップについ

て

・地方消費者行政の現況調査について

・その他

第 288 回 12 月 19 日（水） 

・電気の経過措置料金解除に関する意見について

・消費者基本計画の実施状況に関する検証・評価及び計画工程

表の改定に向けての意見について

・その他

第 289 回 12 月 27 日（木） ・公益通報者保護専門調査会の報告について

日 付 議 題 

平成 31 年

第 290 回 １月 23 日（水） 

・「第４期消費者基本計画のあり方に関する検討会」報告書に

ついて 

・「架空請求対策パッケージ」に掲げられた施策の進捗状況に

ついて 

・その他

第 291 回 ２月 14 日（木） 

・消費者基本計画工程表の改定素案について

・消費者安全法に基づく法執行（財産事案）の状況等について

・都道府県消費者行政調査について

・地方消費者行政を取り巻く状況について

・その他

第 292 回 ２月 27 日（水） 
・適格消費者団体等の認定、監督等に関するガイドラインの改

訂と同団体の支援の在り方について

48
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・「仮想通貨交換業等に関する研究会」報告書について 

第 293 回 ３月 27 日（水） 
・消費者基本計画工程表の改定素案に対する意見について

・その他

第 294 回 ４月 18 日（木） 
・オンラインプラットフォームにおける取引の在り方に関する

専門調査会の報告について

第 295 回 ４月 25 日（木） 

・「モバイル市場の競争環境に関する研究会」及び「消費者保

護ルールの検証に関する WG」中間取りまとめ 

・その他

日 付 議 題 

令和元年

第 296 回 ５月 23 日（木） 

・消費者政策推進のための専門人材の育成・確保に関する懇談

会報告書について

・その他

第 297 回 ５月 30 日（木） 

・「公益通報者保護専門調査会報告書」に関する意見募集の結

果について

・.消費者行政新未来創造プロジェクト検証専門調査会報告に

ついて

第 298 回 ６月６日（木） 
・消費者基本計画工程表の改定について

・その他

第 299 回 ６月 13 日（木） 

・産業構造審議会 商務流通情報分科会 割賦販売小委員会中間

整理について

・消費税率の引上げに伴う定形郵便物等の上限料金の改定につ

いて

・消費者法分野におけるルール形成の在り方等検討ワーキン

グ・グループの報告について

第 300 回 ６月 21 日（金） ・消費者白書について

第 301 回 ６月 28 日（金） ・預託等取引契約に関する消費者問題について

第 302 回 ７月 18 日（木） ・平成 30 年度食品表示に関する消費者意向調査について

第 303 回 ７月 26 日（金） 
・預託等取引契約に関する消費者問題について

・その他

第 304 回 ８月１日（木） 
・預託等取引契約に関する消費者問題について

・第４期消費者基本計画策定に向けた検討状況について

第 305 回 ８月８日（木） 

・デジタル取引における消費者の意思決定の保護について

・「産業構造審議会商務流通情報分科会割賦販売小委員会 

中間整理についての意見」について 

第 306 回 ８月 15 日（木） 

・「食品表示の全体像」報告書について 

・消費税率引上げに伴う公共交通運賃の改定案及び北海道旅客

鉄道株式会社の運賃の改定案について
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第 307 回 ８月 22 日（木） 
・預託等取引契約に関する消費者問題について

・消費者委員会設立 10 周年シンポジウム報告書案について

第 308 回 ８月 30 日（金） 

・伊藤消費者庁長官、松本国民生活センター理事長御挨拶

・地方消費者行政専門調査会論点整理について

・副大臣挨拶

・預託等取引契約に関する消費者問題について

・次期消費者委員会への移行に当たっての留意事項について

・その他
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